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The Engineering Magazineと原価管理

一一1910年代における不働費問題の展開一一

田井修司

I はじめに

標準原価計算論の主要な役割は，規範性をもっ標準原価と実際原価を比較し，

原価業績を判定する経営管理機能にあるとみることができる"。 こうした管理

視点から，アメリカにおける標準原価計算論の性格を特徴づける場合，よくひ

きあいに出されるのが，科学的管理法であるわ。

そこでは，標準原価計算思考は科学的管理法の時間研究，動作研究といった

科学的分析に基づ¥〈課業管理を原価計算の領域へ適用したものと Lて位置つをけ

られているが，この場合，能率技師による時間・物量標準に重点をおいた技術

的に可能な標準設定による非能率の排除が問題とされているといえよう。

それでは，製造間接費り標準設定における操業度の予定といった技術的解決

からはみだした問題に対して，標準原価計算思考と科学的管理法はどのような

解答を与えてきたのであろうか。

本稿は TheEngineering Magazine誌上において展開された不働費問題

を中心にし"(3)• 標準原価計算思考の生成過程における科学的管理法の適用の

り わが国申「原価計算基準」は標準原価算定の最も重要な目的として原価管理をあげてい否。
わ EllisMast Sowell. The Evoluu-on of the Theories and T，町1tn1.queS 01守 Standard
Costs， 1973， pp. 148-165，松本雅睦『鞍準原価計算j，昭和36年I 48-5Qベ ジ，岡本清『米国
標準原価計算発達史j，昭和44年， 14-18へ 三人
3) The Engineering M“~gazlne はI 1880年に創設された7メリカ機械技師協会 (TheAme 
"団nSociety of Mechanical Engin町四一A.S. M. E.-)の機関誌として発行され. i工場
管理運動Lおよび「原価計算の改善運動JiI)中心的担い手であった技師たちに「主要な雑誌D一
つ』として，研究発表の場を提供していた。 (HughG. J.A廿kl'n.T aylorisJn  at Watertoum 
Arsenal， 1960， p. 17) 
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意義を明ら由、にすることを課題としている。

11 原価管理をめぐる1910年代の特徴

標準原価計算論の最小の原伺で最大の能率の達成Eいう管理的性格は，ほぽ

1910年代初期から明確な形をとって形成されてきたと指摘されているぺ 実際

原価計算に対する批半肋ミら標準原価概念に到達した能率技師，エマースプの見

解は， この時期を代表するものとして，よく知られている。原価情報の遅延と

偶発要因が原価に混入し無駄の排除ができないとするこ点からの実際原価計算

に対する批判と，原価の事前決定，および. i最終的に記録される原価」を「標

準費用」と「回避可能な損失」に区分表示しベ 非能率な諸条件を排除する

「近代的な能率原価計算」の提案がそれである旬。

エマースンの見解は，さらに，標準原価と実際原価の比較に基づく原価比率

の分析へと展開される"。 その意義について，彼は次のように述べている。

「事前に，標準，または，理論的原価を認識し，当期の能率を認識するなら

ば，実際原価を予測できる。すべての者が望むことは，工業設備をできるだけ

また，本誌は二度にわたって誌名の変更を行っている。 TheEngineering Magazine， Vol 
1-51， 1891-ー--Oct.1916， The b;..dustrial Man向~gcment， Vol. 52-74， Nov. 1916-Dec. 1927， 
さらに，The M出 "ntenanceEngir.日 ertngと合併され，The Fact01ッ Managementand 
Maintenance， Vol. 75-84， 1928-1933となっている。 以下，本稿でのヲI周は，特に断りがな
い限り，すべて本誌からなされている。
4) Marc Jay Epstein， The E.ffect of Scien.tific Management on the Develoρment of the 
StandaァdCost System， (Unpublished Ph. D. dissertation， Universlty of uregon. 1973)， 
p.116 

5) Harrington Emerson， "E伍"四cyasa Basi!l for Opf'ration :mc1 Wagf'R.，" Vo1. 36， No. 3， 
Dec. :908， p. 336. 
6) Ib~'d.， Vol. 36， No. 4， Jun. 1909， pp. 676-677，エマ 久 γは，こ ζで，原価を実際原価L能
率原価 (e伍ciencyc閣の割当原価 (al1otedc白 t)に区分L-，能率原価は実際原価に差額を加減
した子定原価であり， ~U当原価は予定，言なわち，標準原価と当期浪費額に区分されるとし口、

る。
7) Harringt叩 Emerson，"The Twelve Princ争Z白 of旦炉cwη叩，"Vo1. 40， No" 4， Jan 

1911，即日日一回l主要な原師比率を示す》 総能率=曇譲骨，材料能率=妻欝著書，

4草皆務費 一標準設備費 総標準原価
骨働能率=骨量量髪室缶，設惜能辛苦器禁擢量，また，総実燦原価=...2!!!場差響盟しとなって

いる。
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効率的にして， 100%まで能率を向上することである。J"

この点在標準設定における能率技師の役割の強調を考え合わせる時的， 工場

全体の設備利用の効率化といった，技術的な合理性を基調とするエマース Yの

標準原価計算思考の特徴が浮かびあがって〈る。

こうした見解は， 1910年代末に登場するハリス γによって，さらに精徹也さ

れていく。標準原価計算論の確立者といわれるハワスンの見解は，標準原価の

会計機構への統合化，および，予算管理思考との結合によって特徴づけられる

が，ここでは，標準原価計算思考の管理的性格をみるうえで欠かせない原価美

異分析について検討しておこう。

ハりス γは，この点について「対比表(差異分析表〉は増減分析を必要とし，

これがなされると，能率の問題は半ば以上解決される。とL、うのは，普通の製

造工場の困難さは，非能率の存在の発見後にそれを正すよりも，むしろ，原価

切下げをどこからはじめるべきかを正しく確定することであるからである」と

指摘し"九こうした実際的見地から，原因別の原価差異分析を行っている。

それは「総額差異，標準の修正差異，交替標準使用差異，月間作業日数差異，

不働時間差異，生産高差異，支払賃率差異，作業時間差異，材料価格差異，材

料消費量差異，用益価格差異，用益消費量差異，経費差異」である11h

このように， 1910'年代において標準原価計算思考は 標準設定による実際原

価の管理を原価比率から，原価差異分析へと展開L-，その管理的性格を強めて

きたのである。

さて，こうした標準原価計算思考り展開と合わせて，科学的管理運動の展開

をみる時， 191口年代ばその運動の影響力を著しく高めた時期であったといえ土

つ。

8) Ib試.p. 501. 
9) Harrington Emer田 1，0;ρ cit.， V 01. 36， No. 3， Dec. 1908， p. -342 
10) G. C. Harrison. "Cost Accounting in the New Industrial Day，" Vol. 59. N仏 1.]an 
1920， p. 14. 
11) G. C. Harrison，“Scientif1c Basis for Cost Accounting，" Vol. 59. No. 3， May 1920， p. 
238 
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1910年，初頭，東部鉄道諸会社が州際商業委員会に申請した運賃率の値上げ

に端を発した東部荷主会社 (theeastern shipping concerns) との訴訟事件

は，蔚芽期の管理運動に「科学的管理」とし、う名称を与えるとともに，そり問

題。J社会的関心を高める重要な契機となった加。

つづく 11年には，科学的管理に関する四つの重要な労作があいついで発表

されるなかで13)，第回「科学的管理会議J (Conference on ScIentific 

Management)が開催され，二ューイ yグランド，ニューハ Yプシャー，およ

び，近隣諸州の経営者と科学的管理の著名な指導者たち正の討論が行なわれ

た'"。また，後のテイラー協会の前身である経営管理促進協会が創設されたの

もこの年であったE530

かかる背景のもとに科学的管理はその運動領域を拡大してゆ〈のであるが，

それはすでにみた原価計算の領域にとどまるものではなかった。会計学の分野

では TheJournal of Accountancy， Vol目 12，No. 1， May 1911が科学的管

理について特集号を発行して，テイラ ，エマースンらの論文を掲載1..-，その

意義について会計士たちの注目を喚起したし，また，マーケティング，あるい

は，行政機構の分野でも，その「拡大適用」が展開されるにいたっている16)。

このように科学的管理運動が，その影響力を高めつつあった時期に直面した

大きな障害は労働運動からうけた抵抗であった。たとえば， 1911年に，アメリ

12) Milton]. Nadworny， S.目。山'ficM，申 tagementand Umons， 1955， pp. 38-39， 小林原助
訳. r科学初管厘と労働運動，.昭和岨年.55へ ジ。東部鉄道諸会社とは，ポートィ γク)1[と
オハイオ川の北部とミシシッピ川の東部で営業していた鉄道諾会社であり， こ白訴訟事件は
「東部鉄道運賃車事件J(Eastem Rate Case)として知られている。
13) それは， Taylor， P:円nσiplesof Scientific Management; Gantt， Wo地 Wagesand 
Pro五ts;Enrerson， Tτvelve Pn'nciρZes of E.i置ciency;Cilbreth， Mo加 nStudyであった。
14) Dartmouth Collage. First Conference at the Am岨 TuじkSch∞1. SCI明白i}icManage 
ment， 1911. p. 3 

15) BuZletin of the Taylor Society， Vol. 5， No. 3" July 1920， p. 2 
16) 行政機構に関しては， F. A. Cleveland.“The Application of ScientifIc Management to 
the Activities of State and Manicipal Gυve四国氾nt，"D，町田luuthCullage， ibi瓦.pp. 315-335， 
マ ケティングでは， A. W. Show，“Some Problerns in Market Distribution，" Quarterly 
Journal of J<.;c，帥 omics，1912， Scientific Management in Husiness， in C. H. Thomps明
白d.)，Scienti}ic M四 wgernent，pp. 217-225 
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カ総同盟0)執行部は割増，賞与制度を非難する決議を採択するとともに， ゴγ

パース会長は，動作研究，労働者を「機械化」する試みにたいして強〈非難し，

科学的管理法を「旧式な馬車馬的労働，暴君的な監督，お上び，新Lい妄現の

擬装をまとった苦汁制度」と表明した川。しかし第一次大戦期には，総同盟

は「心からの戦争支持を約束」し，全国戦時労働局の創設にともなって，科学

的管理論者とのヨ主流を深め山， 1921年， I無駄排除委員会」が組織された時点、

では，産業に対して「無駄を排除し，より能率的な経営管理方式を樹立するた

めに真剣に努力」するよう要請する立場に移っていったのである1930 したがっ

て，科学的管理運動は労働運動をも自らの運動の担い手にっくりあげたといえ

るであろう。

最後に，不働費問題をみておこう。 1901年，チャーチによって提起された間

接費計算論は加，その後， I大部分の専門家」によって'"その議論と精密化

への努力が重ねられていった。

この議論の主要な内容の一つであった不働費の原価性の問題は「大体， 1915 

年から1920年までの期間が転換点である」と指摘されており四， 1910年代は，

製造原価と不働費の区分表示，すなわち，不働費の非原価生が確定された時期

でもある。この点は TheEng問 eeringMagazineにおいても，ほぼ，第一次

大戦を境としc.主要な論者が不働費の原価性否認の見地を明確にとっていた

ζ とからも確認できるのである目、

17) M.]. Nadw町 ny，op. cit.， pp. 51-54，小林訳，前掲書， 75ー79へージ。
18) Iaば， pp. 104-105，小林訳，剛ij~晶畜， 159司ーシ。
19) Ibid.， p. 121，小林訳，前掲書， 179ぺージ。
20) A. Hamilton Church，“Proper Distributiαn of Establ凶lmentCharges，" Vol. 21， No 
4-Vol. 22， No. 3， July 1901-Dec. 1901. 
21) S. Paul Garneむ Evolutiω1of Cosl Accounting旬 1925，1954， p. 218 
22) Ibid.. p. 234 

23) 主要な論文は以下に示すものである。
N. T. Ficker，“Distributing Overhead Expense/" Vol. 50， No. 4. Feb. 1916; H. L Gantt. 
“The Basis of Manufacturing C田 t，"Vol. 53， No. 3， June 1917; Wm. E. McHenry， 
“Logical Factory C叩 t，"Vol. 50， Nu.5， FI巳U.1916; E. S. Clark，“Practical C田 t，"Vo1. 52， 
No. 6， Mar. 1917; G. C. Harru悶n，‘CostAccounting in the New Industrial Day，" Vol 
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以上に述べてきたように， 1910年代は標準原価計算思考，科学的管理法と不

働費問題が一体となり典型的な展開をとげる時代であった，と特徴づけられよ

う。したがって，本稿の研究対象もこの時期に限定されている。

III 原価管理と不働費問題

不働費問題における標準原価思考を検討する場合，まず，製造原価と不働費

の区分基準となる操業度の内容が問われねばならないであろう。そこで， 1910 

年代の不働費計算論の主要な論文をとりあげ，操業度概念の展開をあとづけ，

不働費の原価性否認論のもつ管理的性格を検討していこう。

はじめに， I科学的機械率法」として知られるチャーチの不働費計算論が発

表されている制。チャーチによれば，間接費は「生産要素」とよばれ叩「変動

的項目」と「非変動的項目」に区分きれている'"。間接費の予定発生原価は

「生産中心点」ごとに集計され叩，この間接費予算額は「完全操業度」を基準

として配賦され，正常原価が算定される。他力一，不動費は不働時間〔完全操業

時間 実際操業時間〕を基礎として算出され I補充率」によっ亡追加配賦さ

れることになる加。

ここで不働費計算のもつ管理的性格について，チャーチの見解を聞いてみよ

つ。

生産活動の標準化によって導舎だきれた完全操業度加を基準とする正常原価

と不働費の関係は「利用設備能力に対する浪費設備能力の割合」を示すときれ

58， No. 6， Dcc. 1919; E. O. Sommer，“Budget as B剖 isIor Cal，じulatingPredetermind 
Rates，" VoI. 59. No. 1， Jan. 1920 
24) A. H. Church，“Organization by Production Factor，" Vol. ::11:1， No. l-----::Vol. 39. No. 1. 
Oct. 1909-ーApr.1910であり， 1901年の論文をより体系化Lたものである。
25) lbid，. VoL 38. No..2. Nov. 1909， pp. 191-192 

26) A. H. Church， op口't.，Vol. 38. No. 6， Mar. 1910. p. 865. r非変動的費目」は利子，減伺
噴却費，地代等， f変動的費目」は維持費，懐繕費，動力費等，と指摘している.とくに後者に
ついて. f.揖括勘定Jにお叶るその記鋸に注意が向けられている。 (1bid.，p. 869) 
27) A. H. Church， ot 口't..Vo1. 38， No. 5， Feb. 1910， pp 千4-706
28) 品試， pp. 706-707. 

29) A. H. Church，。ρcit.，Vo1. 39， No. 1. Apr. 1910， p. 86 
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ている。そし亡，不働費の算定の基礎となる補充率は， I製品に対する浪費率

の単なる覚え書であり，それはし、かなる意味においても原価ではない。という

のは，同じ種類の過去，あるいは，将来の作業との比較，主た，見積りのため

の有益な情報を与えるものではない，それば，単に，ある期間の偶然的条件を

表わすものであり，干の限りで諸条件の指標である|と述べたうえで叩，補充1

率を「工場の非能率」の指標として位置づけている山。さらに，こう Lた非能

率は「不働機械の影響，作業の仕損，工場設備，備品などの移転と再設置，動

力装置の休止，超過勤務の特別賃金の支払」に帰因すると指摘している目、

このようなチャーチの管理思考の意義について，チャーチの不働費計算論は

「事前に可能な隈り，あらゆることを計画化し，結果を予定し，実際と期待され

る結果を比較する近代的技法と密接な関連をもっ」と述べSS〉，チャーチの見解

を科学的管理法の適用として位置づけるとともに，合理的な機械率の決定は生

産過程の「最終的な標準化」への前進であると指摘している3430

かかるチャーチの管理思考からでてくる結論は「生産性の向上による原価切

下げ」という実に平凡なものであったaヘこうした点か"，チャーチの管理思

考においては，完全操業度を前提とする能率向上視点に限定された原価管理が

問題とされたにとどまり，不完全操業による不働費問題は議論になっていない

とみることができょう。

まずこ，不働費の原価性の問題は「原価の視点から，補充ネによって未配賦間

接費を追加配賦する利長は何もない」と指摘したうえで， I事実，その配賦は

すべての間接費が製品に配賦されると考える人たちへの妥協である」という見

解を取り，管理視点からは，不働費の原価性を認めていないのである叩。

30) A. H. Church， op. cit.， Vo1. 38， No. 5， Feb. 1910， p. 7日7.
31) A. H. Church， opα't.， Vo1. 39， No. 1， Apr. 1910， p. 87 
32) A. H. Church， opαt.， Vo1. 38， No. 5， Feb. 1910， p. 7的
33) A. H. Church， ot 口t.，Vol. ~9. No. 1. Apr. 1910， p. 8.'1 
34) lbid.， p 回ー
35) A. H. Church，“The Mcaning of Scicntinc Managcmcnt，" Vo1. 41， No. 1， Apr. 1911， 
p. 100 
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すすんで，第一次大戦期の不働費計算論はチャーチ批判によって特徴づけら

れる。その代表者として，まず，フイッカーを取りあげよう 8町。

フイッカ は「企業が取引を最も必要とする不況期」に補充率法は原価を高

騰させ i原価計算が最も必要とされる時に役に立たなし、」と述べ，不況期と

いう現実に立脚して，その批判を補充率法にむけているのであるsへそこで，

フイッカーがL、かなる管理視点から不働費問題をとらえているかを検討してお

」ヲ。

フイッカーはチャーチと同様，不働費を未配賦間接費として位置づけたうえ

で，その発生原因を「操業度の変動とかかわりなく発生する」固定費に求めて

いる39hかかる点から国定費の増大に注目しつつ山， i工場は製品の販売，お

よび，全般的な財務政策とは，ほとんど関係しないので，生産高は統制できな

い。・・・したがって製造部門の最も困難な問題は比例的な変動費を切下げるた

めに，事前に，生産に必要な諸条件を充分に評価することである」と指摘して，

工場管理の機能を変動費の管理に限定するとともに，他方，不働費の原因とみ

なされた固定費の管理は操業度を維持する販売，管理部門の機能として位置づ

けたのである叫。

このようなソイッカーの管理思考から導かれた不働費計算は「正常操業度」

36) A. H. Church，。ρ cit.，Vol. 38， No. 5， Feb. 1910， p. 70S， また，不働費の追加配賦位財
務会計上の理由からであるとも述べている。
37) N. T. Fickerの論文は [1J“ManufacturingExpense Distribution，" Vol. 49， No. 3， June 
1915， [TTJ“日istribllt;nnOverhead Expens:e，" Vol. 49， No. 4， July 1915， (IIIJ“日OWto 
Distribllte Manufacturing Expense，" Vol. 49， No. 5， Aug. 1915， crV]“島白山 Divisionof 
Manufacturing E:τpense，" Vol. 49， No. 6， Sept. 1915， (VJ“Distributing Overhead E五
pense，" Vol 50， No. l-Vol. 50， No.4， Oct. 19日ーJan.1916，であり，いづれも連続論文と
して発表されている。以下， N 士一 Ficker，[IJというように暗記し，他の論文の表刀ても，ょの
例示に詑う。
38) N. T. Ficker， [V]， Vo1. 50， No. 4， Jan. 1916， p. 536 
39) Ibid.， p. 532 
40) lbid.， p. 534， フイッカーは多〈の工場の研究から「間接費由約40%が画定費であるJと指摘
している。また，監督の桔料，光熱用およびエνベ タ用の動力費建物の賃借料資木利子，減
価償却費，保険料，税金，大民防止の経費，工具D維持費等を閏定費とみなしている。〈品id.，p 
532) 

41) Ibid.， pp. 533-534 
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を基準としたものである。この正常概念は明確に規定されてはいないが，ほぼ，

過去の平均的操業度と判断できょう山。また，不働費は主と Lて不働時間の側

面から把握されているが，その処理については，不働費 O~原価性を否認して，

正常原価とは別な管理(責任) (general management) を示す勘定において，

超過配賦額は貸方へ，不働費は借方に処理されている。そして，同勘定は「管

理能率」の指標として位置づけられることになる岨》。

したがって，フイッカーの管理思考は，操業度の低下によz不働費の発生を
前提として展開きれており，管理責任上の課題から，工場管理の機能を限定し

たうえで不働費の非原価性を主張したものであったといえよう。かかる管理思

考の「発展」によって工場の能率とともに「経営者の責任の回避」“を追求す

る有効な管理手段が獲得されたのである。

さて，こうした不働費の原価性否認論を前提として，つづいて，間接費の標

準化の議論が提起されるにいたっている。たとえば，マクヘンリーは「過去数

年間の平均率」による間接費の配賦を批判しつつ..う間接費の「標準率」の利

用を提起しているのである..，。そこで，この標準率の内容を1910年代末に登場

するハリス yの見解に基ついて具体的に検討しておきたい47L

12) N..r. Ficker， CV]， Vol. 50， No. 4， J四 1916，p. 538ヲイッカーは，事剖をあげ， ，もし，
実際操業度が正常操業度。60%であった場合，工場に対して配明きれる間接費は，固定費の即日
と実際変動費を加えた額であると述へてしる。ムそして，過去の記畳が絶対必要であると指摘し
たうえで， ，操業度が正常操業度以下に低下するのt同様に，j]'常操業度以上に上昇することが
可能であるとし寸事実を見失ってはならなしづと指摘している。また，この時期に，スコオへル
(A. H. Scovell) も正常操業度を採用し， 不働時聞を除いた「縮瞳された生産」を基準とする
ことを提案している。 (CostAccounting and Burden Application， 1916， p. 177) 

43) Ibid.， p. 538 
44) Ibid.， pp. 537-538 
45) Wm. E. McHenryの論文仕， (I)“Logic.al FHctory Cost，" Vol剖， No. 5， F.品 191白，
(!IJ“1s Your Cost System Scientific?" Vol. 51， No. 5， Aug. 1916がある。 Wm.E 
McHenry， [IIJ， p. 686 

46) Wm. E. Mchenry， (1J， p. 741 
47) G. C. Harrison申請士は， (IJ“Cost Accounting to Aid Product.ion，" Vol. 56， No. 4 
Vol. 57， No. 6， Oct. 1918-June 1919， (II]“Cost Accounting in the New Industrial Day，" 
Vol. 58， No.6， Dec. 1919， (IIIJ“Cost Accounting in the New Industrial Day，" Vol. 59. 
No. 1， Jan. 1920， (IV]“Scientific Basis for Cost Accounting，" Vol. 59， No. 3， Mar. 1920 
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ハリス γは「現行の原価計算制度の最も重大な欠陥は，製造原価と不働費の

E存分をなLえない ζ とである」と述べ叫，不働費の原個性否認の意義を「監督

が直接責任を負う費用と管理しえない費用を区分する」叫ことに求めている。

そのうえで，ハリス Yは「在来の会計制度は販売部門り努力による利益と製造

部門によりなきれた経済性から〈る利益の区iJljがつかず，その結果，不充分な

表示は，一般に，他の部門の欠陥を，ある部門の責任にするJ!-批判して叩，

ハリスンの「原価計算法の最大の特徴の一つは，販売部門と製造部門との間に

明確な 線を容易に引きうる点にある」と指摘している51」

さらに，こうした部門間の業積評価を前提とする部門間の「協同と調整」の

視点から，販売統計資料を重視し，販売部門の指導性を強調しつつ623，原価の

予定の必然的帰結である「利益の予定」によって， I実際と見積りの差異がど

こで発生しているか，また，その差異の原因を示す完全な情報が毎月与えられ，

その結果，経営者は弾力的な条件にみあった計画の調整をすることができる」

と述べている叩。

ハリ λ ンは，かかる標準原価思考の管理上の定、義について I標準原理の原

価計算への適用は，原価の事前決定を必要とする。…・・それは原価計算の全体

的視点を回顧的なもりから展望的なものにかえる」と指摘し I標準原価が用

いられる企業においては，組J織のあらゆるメ γパーは明確な刺激と責江，およ

び，業績の記録が与えられる」と位置づけている'"。

それでは，ハリスンは，製造原価と不働費の区分基準止して，いかなる操業

である。第〔口論士は標串原価計算論を体系的に展開したものであり，描[ill]論文は，在来の原
価計算の批判，および科学的管理思考，不働費の原価性否認論について展閣しているs 第[illJ.
摺[NJ論えは原価差品分析¢公式について展開しτいる。
48) G. C. H町田on，(II]. p. 443. 
49) lbid.， p. 443 
50) G. C. Harrison， (IJ， Vo1. 57， No. 5， p. 401. 
51) Ib低.p. 401 

52) G. C. H町 rison.OJ. Vol. 56. No. 4，口ct.1918， p. 277， p. 281， (IJ. Vol. 57. No.4. Apr 
1918， pp. 816-818 
53) G. C. Harrls叩.(1J， Vol. 56， No. 4; Oct. 1918， pp. 277-278 
54) G. C. Harris∞. [1J， Vol. 56， No. 5， Nov. 1918. p. 392 
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度概念を採用するであろうか。伎は機械率の設定について述へるなかで「組織

が過去の業績ではなく達成可能な標準が設定できるほど発展した場合は達成可

能な標準が利用される」と指摘し出〉，すでにみた販売部門と製造部門の「協同

と調整」の視点から，販売計画利益計画に基づく達成可能な操業度の利用を

提起Lているのである問。

以土の検討から明らかなように 1910年代の標準原価計算思考の生成過程に

おいて，製造原価と不働費の区分基準となる操業度概念は完全操業度一→平均

的操業度ー→達成可能な操業度へと変遷しており，それゆえ，不働費は実際的

で管理可能な額に限定されてきたとみることができょう。技術者的見地と結び

ついた能率向上による原価切下げを課題とする管理思考は，その技術的基調を

緩和させるなかで，不働費の管理責任の追求という視角を明確にしつつ，企業

管理，すなわち利益管理へと「発展」してきたものといえよう。それでは，つ

づいて，こうした原価管理の展開に対応する科学的管理思考の展開をたどって

みよう。

IV 科学的管理思考の展開

科学的管理思考の検討も，ほぼ，時期をおいながら検討していきたし、

まず，はじめに， 1910年代初期の代表的論者として，チャーチとガ y トの見

解を聞いておこう 5九

55) G. C. Harris叩， [1J， Vo1. 57， No. 1， Jan. 1919， p. 54 
56) なお，この時期に服売予算(budgetof sales)にもとづ〈操業度の換定を直接ザ問題とした論文
がある。 E.O. Sommer，“Budget as Basis for Calculating Predetermined Rates，" VoL 
59， No. 1， Jan. 1920 
57) チャーテとがントD論文をまとめて示しておこう。 A.H. Chmch， [IJ“The Meaning of 
Scientific Management，" Vol. 41， No. 1， Apr. 1911， (IIJ“Practical Principle of Rat同盟I
Management，" Vb1. 44， No. 4-Vol岨ら No.3， Jan. 1913-June 1913， [1I1J“Premium. 
Piec目刊rk，and Expense，" Vol. 46， No. 1， Oct. 1913， [IVJ“Bonus Systems and the Ex-
pense Burden." Vol. 46. No. 2. Nov.， 1913; H. L. Gantt， (1]“The Compensat回'nof 
Workman，" Vol. 38， :-.Jo. 5， Feb. 1910， (II]“Compensation of Workman and Efficiency 
of Qpe四 tion，"Vol. 38， No. 6-Vol. 39， No.3. Mar. 191O--:-June 1910， (ITI)“AP四他国I
App1ication of ScientifIc Management，" Vol. 41"No. 1， Apr. 1911 
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チャーチによれば r科学的管理は二つの基本原理を合んでいる。その一つ

は，最も単純な単位の分析から，工場の活動を計画化することであり，他は能

率標準の予定である」と規定し r科学的という意味は自然科学者の正確な方

法を適用することにある」と述べている刷。

チャ チは「調整」の視点からする製造過程全体の計画化と日). r最大可能
な結果の予測」仰にもとつ〈能率標準の設定を科学的管理の基本原理として捉

えており，そして r科学的管理は生産のすべての問題を観察する特殊な方法
であり，それ以上のものではなし、」と位置づけているのである仙。

ここで，科学的管理思考が能率向上を問題とする中心課題とみなされている

労務管理の側面から補足するために，著名な指導者の一人であった，同時期の

ガントの見解をみてみようeヘ
ガY 卜は課業管理は r努力を刺激するのは賃金の絶対額ではなく差別賃金
である」という基本思考に基づいていると指摘しているが山，その特徴は次の

三点に整理できょう間。

第ーは，作業の研究である。これは最良の専門家によって，作業を遂行する

「最短0時間と最良の方法を確定しJ. 作業方法を客観化ずる ζ とである。二

つは r優秀な労働者」がその作業を為し遂げるために必要な作業時聞を決定

し作業時聞を標準化することであるo 最後に，刺激的な賃金制度を導入し.r飽

率を維持させJ. 優秀な労働者を選別化することである。かかるガントの見解

58) A. H. Chuτch， [1)， Vol. 41， No. 1， Apr. 1911， pp. 98-1叩チャーチは能率標準の子定は
生産の計画イhの副産物であるとも述べている。

59) チャ チは調整を「共通の目的製品の製造を達成するために，多<'"人々。，また，多〈。
部門り規則的e.同時的な努)Jを確棒する ζ と」と規定し亡いるつ (lbid.，p 田〉
60) lbid.， p. 100. 
61) Ibid.， p. 98 

62) ガγlは188少年， ミトーベ ル製鋼生社 (Midvale'Steel Comp叩 y).1899年にヘスレへム製鋼
会社 (BethlehemSteel Company)において，能率技師としての活動を抽め，その後I 機械工

壊L駒嵐工場，兵器廠において労働能率の向上をはかる手段の導入を行っている(H.T.. Gan什，
“urganiz.ing for Work，" Vol. 58， No. 2， Aug. 1918， p. 89) 
臼) H. L. Gantt. [IJ， p. 657 

64) H. L. Gantt，口IJ.Vol. 38， No. 5. Feb. 1910， pp. 815-816 
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においτもチャーチのいう三つ白基本原理を確認できょう。

ガントは，さらに，こうした課業管理の意義について I課業は労働者に努

力すべき明確な目標を与え，精神的発奮 (mental exhilation) を起きせ，常

に知覚の緊張を増大きせる」と指摘し'"また，課業を達成した労働者から，

監督と職長の「補充者を獲得する」として. I従来の監督，および，職長の機

能は 経常者 (executive) の機能」となり，管理制度は「自己再生」され

ると述べ，職長，監督の「労働者による代替可能性 (thepossibility of per. 

formance by workman)Jの促進に注目したのである問、

以上を整理すると，科学的管理思考は製造過程に限定して，労務管理を中心

に，生産の計画化，能率標準の設定を技術的な調査と結びつけて追求してきた

ものといえよう。

さて，すすんで，第一次大戦期の考察に入っていくが，ここで，再びガント

の見解を取りあげよう。この期にガY トは不働費の原価性否認を強力に主張す

るに到っている'"。ガントは「企業のすべての欠陥について工場に責任をおL

つける」原価計算，また I財務担当者(五nancer) の利低のために会計士に

よって工夫された」原価計算に対ずる批判として，不働費の非原価性を繰り返

し主張しているが掛，その意義は，フイッカ と同じく「管理能率の尺度」が

獲得される点にあると述べている船。

それでは，ガY 下の科学的管理思考の展開をあとづ円てみよう叩。ガ Y トは

65) H. L. Gantt， (II]， Vo1. 39， No. 2， Apr. 1910， p. 175 
66) H. L. G出 tt，[IIJ， Vol. 38， No. 6， M.ar. 1910， p. 816 
67) H. L. Ganttの原価計算に関する論文は [rv]“Producti明 andSale，" VoL 50， No. 4. Jan. 
1916， p. 598， [V J“The Basis of Manufacturing Cost，" Vo1. 53， No.3， June 1916， p. 370 
である。
る8) H. L. Gan tt， 0増刷uzingfor Work， 1919， p. 32，ζの著作の，とくに第三章から，第五
章において不働費問題をとりあげている。 ここで引用した第四章は“TheRelation Between 
Pr吋uctionand Costs"と題Lて， 1915年6月. A.S.M. E の春の大会で報告された論文
である。
-(9) H. L. Gantt，“The Importance of Leadership，" Vol. 51， No. 1. Apr. 1916， p. 21 
70) 第一比大戦以降のガントの科学的管理に関する主要論文は次に示すものである。 [VI]，“How
to Create Ind田trialLeaders，" V 01. 50， No. 3， ，Dec. 19日. [VII]“The Importance of 
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「経営者はたえず知識を獲得し，政策をEすために，たえず，その知識を利用

しなければならない。これは設備の設計，建設に関する限り，一般的に，工学

上の技術として実施されている。しかし，人聞の活動に関する限り，一般的に

なっていない」と述べ，工学上の技術と区別された「管理技法」の開発の重要

性に注目するのである70" そして，ジョーンズ CEdward D. Jones) を引用

しつつ「管理は人の管理を意味する」と規定したうえで叩，その「管理機構の

基本原則」について， ["この原則の開発と発見は能率技師の役害」であると述

べ，能率技師の新たな課題を提起するのである問。

ガγ トは，こうした問題提起をふまえて， ["今日の企業発展において，他の

あらゆる要素にもまして，リーダーシップこそが中心的課題である。」と位置づ

けM ，経営者が従うべき管理原則を次のように規定している。["命令を出す権

威は，その命令が適切に遂行されることを監督する責任を含むものである。J15)

これは，経営者の権限と責任の明確化とみられるものであり，この原則の確立

によって「部「へ責任を転化する経富者」は消滅するとも述べている'"'。

そして，ガントは，この原則白意義についc， ["管理り能率なくして労働者

の能率は無意味である。J77) I第一に，経営者と財務担当者の能率子段を開発

することである。トップの能率なくして，組織り能率は維持できなし、」 と述

べ，8)企業管理の効率化に重点をおきつつ，管理能率を測定する手段の開発に

よって「特権」が「能力」に上っておきかえられ19)， I労働者は昇進の各段階

で新しい管理制度を学ぶ必要はな〈なり，彼がボトムで学んだととは， トップ

Leadership，" Vol. 51， No. 1， Apr. 1916， [VIIIJ“What Is Preparedn朗自己， Vol. 51， No. 6， 
Sept. 1916， [IX]“Organiung fOr W司 k，"Vol. 58， No. 2. Aug. 1919 
71) H. L. Gantt， (VII)， p. 18. 
72) H. L. Gantt， [VIJ， p. 431 
73) H. L. Gantt， [VIIJ. p. 18 
74) H. L. Gantt， [VI]. p. 428 

75) II必.p. 430 

ホ6) H. L. Gantt， [VIIJ， p. 20 

7ηH. L. Gantt， CVIIIJ， p" 806 
78) lb2d.， p. 812 

79) Ibid.， p. 808. 
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に昇進するにつれて適用できるj と指摘し経営者自体の流動化の促進に重要

な意義主求めたの Eある凹〉。

さて，以上にみてきたように，第一次大戦期の見解にオSレて，科学的管理思

考は「自然科学的」調査と結びついた能率標準の予定からトップの業績判定を

可能にする能率標準の設定へと，その重点を移行しで，管理原則の「発展」を

はかつてきた主いえよう。また，その重要な契機の一つが，不働費問題にあっ

たと位置づけることができょう。

つづいて，科学的管理思考は，その「拡大適用」を課題として展開されるに

到たっている。まず，販売過程ヘの適用をみておこう。

ここでは，販売管理を問題と Lたルイスの見解を トップの操業度政策の判

定と関連する販売高の標準化に限定して検討しておきたい.0。

ノレイスは，市場の狭隆化，過剰設備の存在，価格低下に示される資本間競争

の激化といった現状認識にたって，企業の統制において. r市場が決定的に重

要な要因」になったと位置づ吋."販売費の切下げに焦点をおきつつ. r止確」

な市場情報を入手する手段として，市場調査論を展開している。

それについて r市場調査の主要な目的の つは，新しい需要の存在と，長
少の支出己それを獲得する方法を示すことである」と述べている回》。さらに，

市場調査に基づく販売高の標準化について「割当 (quota) の確定は販売員の

課業の標準化にむけての長足の進歩であゥた。最初，その割当は過去の経験と

販売上の必要条件にもとづいて確定された。 Lil'L.現平'E.より進んだ方法は

将来，市場が生みだす(需要〉に基づいて確定することである」と指摘してい

る."ロ販売員の課業管理における販売高の標準化は市場調査に基づく，将来の

80) H. L. Gantt，口X).p. 93 
81) E. 5t. Ehno 1訓冊。論士は[1)“TheSix Principles of 5cientific Salesmanship，" Vol. 
51， NoιーVol.52， No.2. 5ept. 1916-Nov. 1916， [II1“Applying the Scientific Method 
柏SalesManagement，" Vol. 52， No. 3-V 01. 53， No. 1， Dec. 191&ーApr.1917であり，連
続論文である.
但) E. 5t. Elmo Lewis， [IJ. Vol. 51， No. 6， Sept. 1916. p. 841. 
83) E. 5t. Elmo L町田.(IJ， Vol. 52， No. 1， Oct. 191仇 p.15 
84) E. St. Elmo Lewis， OIJ. Vol. 52， No. 6. Mar. 1917， p. 871 
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潜在的需要の開発を前提として設定されると位置づけられており，ここでの予

定は，資本間競争における資本の支配力を反映したものとなっている。

きて最後に，ハリスンの科学的管理思考について検討しておこう。すでにみ

たハリスンの標準原価計算思考は「少くとも会計学の分野で.この科学的管理

(原則〉がたいへん効果のあることを示す目的をもって」展開されていたから

である間。

ノ、リスシは，まず，科学的管理法の原則について，その卜全な理解は，いま

だなきれていないと批判し，その開発者たるテイラー自身だけでなく， トンプ

ソンらを「本質的には現場監督 (shopman)J であると断定する。 そして，

「非本質的なことを捨象すれば，科学的管理は，結果の予定と諸方法，諸条件

の標準化でありJ， I科学的管理は工場管理制度を越えた.....精神的態度であ

る」と規定する肘〉。

そして，かかる原理は|人間活動のあらゆる側面において適用できる」と指

摘L，こうした意味での「拡大過用J の事例として，財務部長 (tresurer)，

販売部長 (salesmanager)の計画化への努力を，企業家の視点が「回顧的な

ものから展望的なものへと転換」する指標として注目するのである町、

そLて， I生産能力に影響する諸環境は，同様に，販売部長，財務部長の計

画に影響する」と述べ，会計部門がこれら諸部門聞の調整を果す重要な部門と

Lて位置つけられるのである'"。とのよ弓に，ハリスンの科学的管理思考はガ

ント，ルイスらの見解にみられるように，単に製造過程に限定されない販売過

程，さらには， トップの操業度政策をも評価の対象とする「展望的Jな管理視

点をふまえて理解されているものとみることができょう。

したがって，ハリス Yのいう予定の実現は「同業種，および，産業一般にお

ける競争者聞の関係」の調整に依存し，企業管理における「協同と調整」の視

85) G. C. Harris阻.rn. Vol 56. No. 4. Oct. 1918. p. 282 
86) G. C. Harrison， U]， Vol. 57， No. 4. Ap-r. 1919， p. 314 
87) lbid.， p. 315 

88) Ibば， p. 315 
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点は， この業界協調による「業界全般における諸条件を改良」する方向に.そ

の補強を求めざるをえなL川%かかる点に，科学的管理思考の「発展」の到達

J煮をみることができょう。

以上，要するに，科学的管理思考は労務管理から出発Lて，服売過程， ト汐

プの操業度政策をも判定する企業管理へと展開されており，技術的，ないし，

「自然科学的」調査に依存する予定から，資本間競争を反映し，業界協調によ

る補強を必要とする予定思考にまで「発展」したものといえよう。

V おわりに

本稿は，研究対象を1910年代に限定したうえで，不働費問題を軸に，標準原

価計算思考の生成過程を，科学的管理思考との関連で分析してきた。

こうした過程において，製造原価と不働費の区分基準となる操業度概念は，

完全操業度ー→平均的操業度一→達成可能な操業度へとその厳格度を緩和させ，

不働費は管理可能な額に限定されてきたのであった。それにともなって，実際

上の管理において，ボトムから，ボトムとト、yプ，さ bには，製造過程と販売

過程の労働者とトップに対する有効な管理手段が獲得されてきたのである。他

方，科学的管理思考は，技術的，ないし「自然科学的」調査に基づく予測から，

資本間競争を反映し業界協調による補強を必要とする「展望的」な予定思考

へと「発展」してきたのである。

したが司て標準原価計算の生成過程において，原価計算は，蔚芽的な形では

あるが，不働費問題という矛盾に対応しながら，生産過程の「客観化」を追求

するものから，積極的な資本の「合理化j基準へと「発展」したのであると結

論できる。

さて，以上の検討から，科学的管理法の適用による標準原価計算思考の生成

過程は，企業全体の視角からする管理会計の生成過程ともみることができょう o

1910年代においても!へス，プランクリン，ファーナム，ソマーらの予算思考

89) G.ιHarri阻 1，Vol. 57， No. 2， Feb. 1919， p. 136 
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に関する論文をみいだすが附，こうした予算思考の検討は稿を新ためて果した

し、。 (1978. 8. 1") 

90) H田町yH田，.“ManufacturingProfi.ts and Lo田εs."Vol. 39， Sept. 1910; B. A. Franklill， 
"C岨 tMe血吋s仕副 Givethe Executive Control of his Business，" Vol. 42-43， J:回 1912
Aug. 1912; D. T. Farnham， .・HowG四 phicControl Facili出国 theFixing of Profi.t，" 
Vol. 52. Oct. 1916 


